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＜概要＞　本研究は「情報専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研究」LIPER（Library and Information Professions and Education Renewal）の学校図書館部門として位置付けられている。学校図書館は学校の教育目標の達成に欠かせない施設であり、それゆえ、その専門職についても、近年の教育の情報化の進展や学習指導要領の改訂との関連において論じられなければならない。２００３年度に発足した本研究プロジェクトの３年間の研究計画の概要と２００３年９月時点までの中間報告を発表する．
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1.　 研究の概要

1.1.　研究の目的

本研究プロジェクトは「情報専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研究」(Library and Information Professions and Education Renewal)（以下LIPERと記す）１）の学校図書館部門として位置付けられ、2003年に発足した．LIPERは、日本図書館情報学会の会員を中心に、関連分野の学協会の代表的研究者を含めて、緊急の課題となっている図書館情報学教育の再構築に取り組むものである．その目的は①図書館とその類縁機関における現状と養成についての把握、②図書館および関連機関に求められる専門的知識・技能の範囲の明確化と今後の養成についての具体的指針の提示の２点である．

とりわけ学校図書館においては、学校内施設としての特性から、近年の教育の情報化の進展や学習指導要領の改訂、学校図書館法の改正などからの影響を強く受け、専門職に求められる役割とその養成についても再考の時期を迎えていると考えられる．学校図書館専門職についての本研究の認識は以下の２点である．

1 学校図書館は学校の教育目標の達成に欠かせない施設であり、学校図書館を基盤とした教育・学習活動との関連において論じられる．

2 現行の司書教諭制度を前提としての議論ではなく、望ましい学校図書館専門職像を、学校内の図書館以外のメディア施設（視聴覚室、コンピュータ室など）を統合して担当する専門職「学校内情報メディア専門家」（仮称）と想定し調査研究を行う．
1.2.　研究計画

2003年度までに、仮称「学校内情報メディア専門家」の可能性を探るべく、視聴覚・メディア教育、情報教育、文教施策の各分野の研究者へのヒアリングを行った．2004年度以降の調査として以下を計画している．

1 現職の学校図書館担当者を対象とした質問紙調査を実施する．目的は学校図書館担当者の活動状況と業務の実態を把握することである．調査項目は、現状の職務分析、学校内での学校図書館担当者の配置状況等を含んでいる．

2 上記①の調査結果を踏まえて、業務実態の類型を抽出し、特性に応じたグループ・インタビューを行う．ここでは過去の専門職養成内容と学校現場の業務との関連やギャップを明らかにすることを目的とする．

3 上記２種の調査を踏まえ、特に優れた実践を行っている担当者の意見を反映するなどし、「学校内情報メディア専門家」（仮称）像を提唱し、養成のためのカリキュラムを提言する．

2.　現在までの研究成果

2.1. 関連分野研究者へのヒアリング

（１）経緯

情報化の進展や学習目標の変化に対応した専門職を検討するにあたり、図書館情報学の関連・隣接分野の状況や要請を考慮に入れるべく、ヒアリングを研究調査の前段階に配置した．
米国の事例では、日本に先駆けてメディアの専門家としての学校図書館専門職の位置付けと配置が実施されているが２）、1998年の「情報化の進展に対応した初等中等教育における情報教育の推進などに関する調査研究協力者会議」最終報告３）にて提示された「メディア専門職」について、こうした図書館情報学分野の事例や知見との類似性や共通認識の有無および将来的な協力・協調の可能性を探ることが今回のヒアリングの目的である．

（２）実施と成果
2003年12月から2004年2月にかけて、以下の方々にヒアリングを行った（実施日時順）．

・メディア教育開発センター所長 坂元昂氏 

・大阪大学名誉教授 水越敏行氏 

・国立教育政策研究所教育情報研究センター

長 清水康敬氏 

・聖心女子大学教授 永野和男氏 

・玉川大学教授 山極隆氏 

これらのインタビュー調査を通して、得られた内容を以下に一部紹介する． 

・現在(ないし近い将来)の学校にはメディアに関する専門的知識を持った人が不可欠． 

・単なる技術者ではなく、メディアおよび情報の利用に関して指導のできる人物． 

・しかし財政緊縮の折、時代と学校現場の要請とはいえ学校内に新たな職種を設けることの困難さを痛感する．

・よって、すでに学校図書館法に規定されている司書教諭が、時代の要請に合わせて発展し、十全に機能することとなれば、望ましい．そうした動きが図書館情報学分野から出てくるようであれば、教育工学分野からも応援・協力が可能であろう． 
上記の内容を踏まえて、今後、新たな学校図書館専門職像のさらなる明確化を目指し、研究調査を進めていく．

3.　まとめ

現在は前述の2004年度の計画に則り、質問紙調査４）を実施中である．今後は全体計画に基づき調査研究を継続していく．本研究は文部科学省科学研究費の助成を受けている．ヒアリングにご協力いただいた諸氏に感謝の意を表する.

４.　注

１）詳細は以下から参照可．

http://wwwsoc.nii.ac.jp/jslis/liper/index.html
２）米国の学校図書館および専門職については1998年に出版されたガイドライン”Information Power / Building Partnerships for Learning“ (American Association of School Librarians, Association for Educational Communications and Technology 共編・米国図書館協会 (American Library  Association) 発行) に詳しい．日本語訳も同志社大学より発行されている．

３）報告書本文は文部科学省のホームページにある。

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/shot
ou/002/toushin/980801.htm
４）質問紙については以下に掲載．

http://plng.p.u-tokyo.ac.jp/liper/
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